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(57)【要約】
【課題】生産性を上げるために、装置負荷を上げなくても、速い速度で押出成形すること
が可能なハニカム構造体の製造方法及びこの製造方法によって得られるハニカム構造体を
提供する。
【解決手段】コージェライト形成材料からなる成形用調合物と有機バインダとを含有する
坏土をハニカム形状に成形してハニカム成形体を作製し、ハニカム成形体を焼成してハニ
カム構造体を得るハニカム構造体の製造方法であって、成形用調合物として少なくとも親
水性タルクを含有するものを使用する製造方法である。
【選択図】なし



(2) JP 2010-222202 A 2010.10.7

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　コージェライト形成材料からなる成形用調合物と有機バインダとを含有する坏土をハニ
カム形状に成形してハニカム成形体を作製し、前記ハニカム成形体を焼成してハニカム構
造体を得るハニカム構造体の製造方法であって、前記成形用調合物が、水に対する浸漬熱
が、０．３１Ｊ／ｍ２以上である親水性タルクを少なくとも含有するハニカム構造体の製
造方法。
【請求項２】
　前記親水性タルクの含有率が前記成形用調合物全体のタルク含有量に対して５０質量％
以上である請求項１に記載のハニカム構造体の製造方法。
【請求項３】
　前記親水性タルクの有機バインダ吸着量が、３．６ｍｇ／ｍ２以下である請求項１また
は２に記載のハニカム構造体の製造方法。
【請求項４】
　前記有機バインダが水溶性セルロース誘導体である請求項１～３のいずれか１項に記載
のハニカム構造体の製造方法。
【請求項５】
　前記有機バインダの含有割合は、前記成形用調合物全体に対して、５質量％以下である
請求項１～４のいずれか１項に記載のハニカム構造体の製造方法。
【請求項６】
　前記成形用調合物中に、カオリン、アルミナ、水酸化アルミニウム及びシリカが含有さ
れる請求項１～５のいずれか１項に記載のハニカム構造体の製造方法。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれか１項に記載のハニカム構造体の製造方法によって得られるハニ
カム構造体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ハニカム構造体の製造方法及びハニカム構造体に関する。更に詳しくは、坏
土中の水分の含有量が少なくても、良好に成形されたハニカム構造体を得ることが可能な
ハニカム構造体の製造方法及びこの製造方法によって得られるハニカム構造体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　自動車の排ガスや廃棄物の焼却時に発生する焼却排ガス等に含有される、塵やその他の
粒子状物質を捕集するため、更には上記排ガス中のＮＯｘ、ＣＯ及びＨＣ等を、担持した
触媒により吸着・吸収するために、セラミックスからなるハニカム構造体が使用されてい
る。このようなハニカム構造体の中でも、耐熱衝撃性に優れたものとして、コージェライ
ト質ハニカム構造体が使用されている（特許文献１、２参照）。
【０００３】
　このようなコージェライト質ハニカム構造体の製造方法としては、例えば、セラミック
ス原料（成形用調合物）、水、有機バインダ等を混練し、可塑性（＝流動性）を向上させ
た坏土を押出成形し、乾燥し、焼成するセラミックス構造体の製造方法が開示されている
（特許文献３参照）。このように、坏土中に有機バインダを含有させるのは、セラミック
ス原料粉末と水のみでは、これらの成形に必要な可塑性（＝流動性）・保形性等が十分得
られないためであり、有機バインダ等を添加して押出成形性（＝流動性と保形性のバラン
ス）を向上させている。他にも、押出成形性を向上させる製造方法としては、例えば、分
散剤として、特定の炭素数を有する脂肪酸塩を特定の割合で配合したものを使用する方法
がある。これにより、押出成形性に優れるハニカム構造体を、高い生産性で製造すること
が可能であり、成形装置への負荷を低減することができるハニカム構造体の製造方法であ
る（特許文献４参照）。
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【０００４】
　更に他にも、押出成形性を向上させる製造方法としては、例えば、成形用調合物が、少
なくともタルク（第１のマグネシウム含有物質）を含む２種以上のマグネシウム含有物質
を含有し、マグネシウム含有物質の中で、タルク以外のマグネシウム含有物質（第２のマ
グネシウム含有物質）の平均粒子径が４μｍ以下であるハニカム構造体の製造方法が開示
されている（特許文献５参照）。これにより坏土中の有機物の含有量が少なくても、良好
に成形されたハニカム構造体を得ることが可能である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平１１－９２２１４号公報
【特許文献２】特開平１１－１００２５９号公報
【特許文献３】特許第３２２７０３９号公報
【特許文献４】特許第３７９９２４１号公報
【特許文献５】国際公開第２００６／０４６５４２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　押出成形性を向上させるため、有機バインダを添加すると、配合する水の割合が多くな
り、その成形体を乾燥させるとき、膨大なエネルギーが必要であり、また、乾燥時間が長
くなるため、変形しやすい問題があった。また、有機バインダに更に有機成形助剤（例え
ば脂肪酸塩）を添加すると、焼成時に発生するＣＯ２の量が多くなり、環境負荷となる問
題があった。さらに、マグネシウム含有物質としてタルク以外のマグネシウム含有物質を
マグネシウム含有物質の合計量に対して４０質量％以上使用すると、熱膨張係数が大きく
なり、耐熱衝撃性が低下する問題があった。
【０００７】
　本発明の課題は、生産性を上げるために、装置負荷を上げなくても、速い速度で押出成
形することが可能なハニカム構造体の製造方法及びこの製造方法によって得られるハニカ
ム構造体を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記問題を解決するために、発明者は、親水性タルクを使用することで、坏土中の水分
が少なくても、流動性を向上させ、速い速度で押出成形することが可能であることを見出
した。すなわち、本発明によれば、以下のハニカム構造体の製造方法及びハニカム構造体
が得られる。
【０００９】
［１］　コージェライト形成材料からなる成形用調合物と有機バインダとを含有する坏土
をハニカム形状に成形してハニカム成形体を作製し、前記ハニカム成形体を焼成してハニ
カム構造体を得るハニカム構造体の製造方法であって、前記成形用調合物が、水に対する
浸漬熱が、０．３１Ｊ／ｍ２以上である親水性タルクを少なくとも含有するハニカム構造
体の製造方法。
【００１０】
［２］　前記親水性タルクの含有率が前記成形用調合物全体のタルク含有量に対して５０
質量％以上である前記［１］に記載のハニカム構造体の製造方法。
【００１１】
［３］　前記親水性タルクの有機バインダ吸着量が、３．６ｍｇ／ｍ２以下である前記［
１］または［２］に記載のハニカム構造体の製造方法。
【００１２】
［４］　前記有機バインダが水溶性セルロース誘導体である前記［１］～［３］のいずれ
かに記載のハニカム構造体の製造方法。
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【００１３】
［５］　前記有機バインダの含有割合は、前記成形用調合物全体に対して、５質量％以下
である前記［１］～［４］のいずれかに記載のハニカム構造体の製造方法。
【００１４】
［６］　前記成形用調合物中に、カオリン、アルミナ、水酸化アルミニウム及びシリカが
含有される前記［１］～［５］のいずれかに記載のハニカム構造体の製造方法。
【００１５】
［７］　前記［１］～［６］のいずれかに記載のハニカム構造体の製造方法によって得ら
れるハニカム構造体。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明のハニカム構造体の製造方法は、装置負荷を上げなくても、速い速度で押出成形
することが可能であり、生産性（単位時間当たりの製造個数）を向上することができる。
有機分散剤や、タルク以外のマグネシウム含有物質を使用せずに、親水性タルクを使用す
ることで、流動性を向上させ、更に水分量も減らすことができる。水分量を減らすことが
できるため、乾燥負荷を減らし乾燥中の変形を抑制することができる。つまり、押出す際
は流動性があり、押出した後は保形性があるハニカム構造体を製造することができる。ま
た、有機成分が少ないため、ＣＯ２発生を抑制することもできる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】坏土を評価するために押出し圧力と押出し速度との関係を測定するための治具を
示す断面図である。
【図２】浸漬熱の測定方法を説明する説明図である。
【図３】保形性と流動性との関係を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、図面を参照しつつ本発明の実施の形態について説明する。本発明は、以下の実施
形態に限定されるものではなく、発明の範囲を逸脱しない限りにおいて、変更、修正、改
良を加え得るものである。
【００１９】
　本発明のハニカム構造体の製造方法は、コージェライト形成材料からなる成形用調合物
と有機バインダとを含有する坏土をハニカム形状に成形してハニカム成形体を作製し、ハ
ニカム成形体を焼成してハニカム構造体を得るハニカム構造体の製造方法であって、成形
用調合物として少なくとも親水性タルクを含有するものを使用する製造方法である。親水
性タルクを含有するため、成形の際の流動性を向上させることができる。また、成形後の
保形性も良好である。
【００２０】
　本発明において、上記コージェライト形成材料からなる成形用調合物は、焼成したとき
にコージェライトを形成するように、所定のセラミック原料を調合してコージェライトと
同じ組成（コージェライト組成）になるようにしたものである。コージェライトの好適な
組成としては、例えば、２ＭｇＯ・２Ａｌ２Ｏ３・５ＳｉＯ２を挙げることができる。そ
して、親水性タルクは、上記コージェライトのマグネシウム源となる。
【００２１】
　成形用調合物の中で、マグネシウム源としては、通常、タルク（３ＭｇＯ・４ＳｉＯ２

・Ｈ２Ｏ）が好適に使用される。これは、得られるコージェライトの熱膨張係数を小さく
することができるためである。しかし、タルクは、その表面が疎水性で水に濡れない性質
がある。成形用調合物を水で混練して坏土を作製し、その坏土を使用して押出成形する場
合には、このように水に濡れない性質の原料が多く含まれると、成形性が悪くなり、得ら
れるハニカム構造体が変形したりクラックが入ったりササクレが生じたりすることがある
。そのために、タルクの調合割合に対応した量の有機バインダを使用することにより成形
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性の向上が図られているが、有機バインダは、ハニカム構造体の強度低下や環境汚染等の
原因となるため、その使用量はできるだけ削減されることが好ましい。
【００２２】
　そこで、本発明の製造法では、親水性タルクを用いる。親水性タルクとは、タルクの水
に対する浸漬熱が、０．３１Ｊ／ｍ２以上であるものである。浸漬熱は、水への親和性を
表す指標であり、この値が高いほど水への親和性が高いことを表す。親水性タルクは、タ
ルク原鉱石を粉砕する際に、粉砕で与えられるエネルギーによって、タルク粉末が高温と
ならないように注意しながら湿潤下で処理されたものである。つまり、親水性タルクとす
るには、製造時に高温にさらさないことが重要であり、そのために、温度に十分注意しな
がら湿式粉砕したり、乾燥温度を過剰に高くしないことによって得られるものである。使
用する親水性タルクの浸漬熱は高いほうが望ましいが、少なくとも０．３１Ｊ／ｍ２以上
であることが好ましく、０．３５Ｊ／ｍ２以上であることがより好ましく、０．３８Ｊ／
ｍ２以上であることが特に好ましい。浸漬熱が高い方が水になじみやすいため、水分量を
減らすことができる。
【００２３】
　親水性タルクの含有率が成形用調合物全体のタルク含有量に対して５０質量％以上であ
ることが好ましく、９０質量％以上であることがさらに好ましい。５０質量％未満の場合
、流動性を向上させ、水分量も減らすという効果を十分に得ることができない。
【００２４】
　親水性タルクの有機バインダ吸着量が、３．６ｍｇ／ｍ２以下であることが好ましく、
３．０ｍｇ／ｍ２以下であることがさらに好ましい。有機バインダ吸着量が多いと、タル
ク表面に吸着した有機バインダによって、タルク粒子が流動しにくくなり、流動性が低下
する。３．６ｍｇ／ｍ２を超えると、流動性を向上させる効果を十分に得ることができな
い。
【００２５】
　本実施の形態のハニカム構造体の製造方法において、成形用調合物に含有される物質と
しては、上述した親水性タルクの他には、成形用調合物全体としてコージェライト組成（
２ＭｇＯ・２Ａｌ２Ｏ３・５ＳｉＯ２）となるような物質を適宜選択して使用することが
できる。例えば、カオリン（Ａｌ２Ｏ３・２ＳｉＯ２・２Ｈ２Ｏ）、アルミナ（Ａｌ２Ｏ

３）、水酸化アルミニウム（Ａｌ（ＯＨ）３）及びシリカ（ＳｉＯ２）を含有することが
好ましい。これらの物質以外にはムライト（３Ａｌ２Ｏ３・２ＳｉＯ２）、ベーマイト（
ＡｌＯＯＨ）、仮焼カオリン等を使用することができる。
【００２６】
　本実施の形態のハニカム構造体の製造方法においては、上述した親水性タルク等の原料
を混合してコージェライト形成材料からなる成形用調合物とする。混合装置としては、粉
体を混合するために通常使用する装置を使用することができる。
【００２７】
　本実施の形態のハニカム構造体の製造方法においては、成形用調合物に有機バインダを
加えて混練し、坏土とするが、有機バインダ以外にも、造孔剤、界面活性剤等の有機物と
水とを加えて混練し、坏土を作製することが好ましい。
【００２８】
　有機バインダは、坏土の可塑性、成形性を向上させると共に、ハニカム成形体の形状を
保持する保形剤としての機能を果たすものである。一方、有機バインダは、成形時に有機
バインダが占有していた空間が欠陥となる、あるいは、ハニカム構造体にクラック等の欠
陥を発生させ、ハニカム構造体の強度を低下させるという問題があり、その坏土中の含有
量は必要最小限に抑えることが好ましい。また、環境問題という観点からも、有機バイン
ダの含有量は最小限に抑えることが好ましい。このことから、本発明においては、有機バ
インダの含有割合は、成形用調合物全体に対して、８質量％以下であることが好ましく、
５質量％以下であることが更に好ましく、２質量％以下であることが特に好ましい。また
、０質量％でもよい。本発明の製造方法は、有機バインダの使用量を低減することができ
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、このことは、ＣＯ２発生量を低減できることを意味する。
【００２９】
　有機バインダとしては、水溶性セルロース誘導体を用いることが好ましい。具体的には
、ヒドロキシプロポキシルメチルセルロース、ヒドロキシプロピルメチルセルロース、メ
チルセルロース、ヒドロキシエチルセルロース、カルボキシルメチルセルロース等を挙げ
ることができる。有機バインダは、１種単独で又は２種以上を組み合わせて用いることが
できる。
【００３０】
　本実施の形態のハニカム構造体の製造方法において、高気孔率のハニカム構造体を製造
する場合には、坏土中に造孔剤を含有させることが好ましい。このような造孔剤は、所望
の形状、大きさ、分布の気孔を、ハニカム構造体に形成し、気孔率を増大させ、高気孔率
のハニカム構造体を得ることができる。このような造孔剤としては、例えば、グラファイ
ト、小麦粉、澱粉、フェノール樹脂、ポリメタクリル酸メチル、ポリエチレン、ポリエチ
レンテレフタレート、吸水性樹脂、又は発泡樹脂（アクリロニトリル系プラスチックバル
ーン等）等を挙げることができる。これらは気孔を形成する代わりに自身は焼失する。中
でも、ＣＯ２や有害ガスの発生及びクラックの発生を抑制する観点から、発泡樹脂が好ま
しい。また、無機造孔剤としてシリカゲル、フライアッシュバルーン等を使用することも
できる。なお、造孔剤を用いる場合、造孔剤の含有割合については特に制限はないが、坏
土全体に対して、１５質量％以下とすることが好ましく、１３質量％以下とすることが更
に好ましい。１５質量％より多いと、得られたハニカム構造体の強度が低下することがあ
る。
【００３１】
　本実施の形態のハニカム構造体の製造方法においては、坏土中に界面活性剤を含有させ
ることが好ましい。界面活性剤は、原料粒子の分散性を向上させるとともに、押出成形時
には原料粒子を配向しやすくさせる働きがある。もちろん、タルク粒子の疎水性表面に作
用して水に対する濡れ性を向上させる働きもある。界面活性剤としては、陰イオン性、陽
イオン性、非イオン性、両イオン性のいずれであってもよいが、陰イオン性界面活性剤の
、脂肪酸塩、アルキル硫酸エステル塩、ポリオキシエチレンアルキルエーテル硫酸エステ
ル塩、ポリカルボン酸塩、ポリアクリル酸塩や、非イオン性界面活性剤のポリオキシエチ
レンアルキルエーテル、ポリオキシエチレングリセリン脂肪酸エステル、ポリオキシエチ
レンソルビタン（又はソルビトール）脂肪酸エステル等を挙げることができる。特にラウ
リン酸カリウムが粒子の配向性の観点から好ましい。
【００３２】
　また、坏土中に分散媒として水を含有させることが好ましい。分散媒を含有させる割合
は、成形時における坏土が適当な硬さを有するものとなるようにその量を調整することが
できるが、好ましくは、成形用調合物全体に対して、１０～５０質量％である。本実施の
形態のハニカム構造体の製造方法は、成形用調合物等に水を含有させて混練して坏土を作
製する場合に特に優れた効果を発揮する。分散媒として水を使用し、親水性のタルクを使
用することにより、成形用調合物等が水とがより良好に馴染み、それにより成形性が向上
する。
【００３３】
　本実施の形態のハニカム構造体の製造方法においては、連続押出成形装置を用いること
ができる。この連続押出成形装置を用いる方法は、成形用調合物及び有機バインダと、少
なくとも水とを、連続押出成形装置に投入しそれらを混練する混練工程と、その混練工程
により得られる坏土を押出成形する押出成形工程とを連続して行うものであり、極めて高
い生産性を期待できるものである。本発明は、親水性タルクを使用することにより、保形
性は維持しながら、流動性を向上させることができる。流動性が向上すると、速い速度で
押出すことができるようになるので、生産性を高くすることができる。また同時に水分量
が減らせるので、乾燥時間が短くなり、それによる生産性を向上することもできる。
【００３４】
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　一方、混練する工程と、押出成形する工程とを分けて行うこともできる。この場合は、
混練はニーダーで行い、押出成形はラム成形機で行うことができる。ラム成形機を用いる
場合、本発明では、流動性が向上することにより、押出す際の負荷を小さくすることがで
きる。つまり省エネルギーで生産することができる。また水分量が減らせるので、乾燥負
荷も低減する効果もある。
【００３５】
　本実施の形態のハニカム構造体の製造方法においては、得られた坏土をハニカム形状に
成形し、それを乾燥してハニカム成形体とすることが好ましい。作製するハニカム成形体
の形状としては特に制限はなく、例えば、ハニカム形状の隔壁によって二つの端面間を貫
通して複数のセルが形成されたものを挙げることができる。ＤＰＦ等のフィルタ用途に用
いる場合は、セルの端部が二つの端面部分で互い違いに目封止されていることが好ましい
。ハニカム成形体の全体形状としては特に制限はなく、例えば、円筒状、四角柱状、三角
柱状等を挙げることができる。また、ハニカム成形体のセル形状（セルの形成方向に対し
て垂直な断面におけるセル形状）についても特に制限はなく、例えば、四角形、六角形、
三角形等を挙げることができる。
【００３６】
　乾燥の方法も特に制限はなく、例えば、熱風乾燥、マイクロ波乾燥、誘電乾燥、減圧乾
燥、真空乾燥、凍結乾燥等の従来公知の乾燥法を用いることができる。中でも、成形体全
体を迅速かつ均一に乾燥することができる点で、熱風乾燥と、マイクロ波乾燥又は誘電乾
燥とを組み合わせた乾燥方法が好ましい。
【００３７】
　本実施の形態のハニカム構造体の製造方法においては、ハニカム成形体を焼成（本焼成
）する前に仮焼してもよい。「仮焼」とは、ハニカム成形体中の有機物（バインダ、造孔
剤、界面活性剤等）を燃焼させて除去する操作を意味し、脱脂、脱バインダ等ともいう。
一般に、有機バインダの燃焼温度は１００～３００℃程度、造孔剤の燃焼温度は２００～
８００℃程度、界面活性剤の燃焼温度は１００～４００℃程度であるので、仮焼温度は１
００～８００℃程度とすればよい。仮焼時間としては特に制限はなく、通常は、１～２０
時間程度であるが、本発明においては、有機バインダの使用量を少なくすることができる
ため、仮焼時間は短くすることができる。具体的には０．５～１０時間程度である。これ
により、製造時間を短くすることができ、生産効率が向上する。
【００３８】
　最後に、上述のようにして得られた仮焼体を焼成（本焼成）することによってハニカム
構造体を得る。「本焼成」とは、仮焼体中の成形原料を焼結させて緻密化し、所定の強度
を確保するための操作を意味する。焼成条件（温度・時間）としては、セラミックス成形
体を、１３００～１５００℃で焼成することが好ましく、１３５０～１４５０℃で焼成す
ることがさらに好ましい。１３００℃未満であると、目的のコージェライト単相が得られ
難いことがあり、１５００℃を超えると、融解してしまうことがある。また、焼成の雰囲
気は、大気雰囲気、任意の割合で酸素と窒素を混合した雰囲気等を挙げることができる。
また、１～１２時間程度焼成することが好ましい。
【００３９】
　本発明のハニカム構造体は、上述のハニカム構造体の製造方法によって得られるもので
あり、高品質（欠陥やクラックが少なく、熱膨張係数が小さい）なハニカム構造体である
。
【実施例】
【００４０】
　以下、本発明を実施例に基づいてさらに詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例に
限定されるものではない。
【００４１】
　まず、親水性タルク（山口雲母工業所製、製品名ＣＴ－３５）と非親水性タルクを用意
し、その物性を調べた。親水性タルクは湿式粉砕、非親水性タルクは乾式粉砕にて製造さ
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れたものである。親水性タルクと非親水性タルクの水に対する浸漬熱と、有機バインダ吸
着量、平均粒子径、ＢＥＴ比表面積、見かけ密度を測定した。
【００４２】
　平均粒子径は、レーザー回折散乱法（ＪＩＳ　Ｒ１６２９に準拠）にて測定し、見かけ
密度は、乾式自動密度計（Ｍｉｃｒｏｍｅｒｉｔｉｃｓ　Ｇａｓ　Ｐｙｃｎｏｍｅｔｅｒ
　Ａｃｃｕｐｙｃ）を用いて定容積膨張法にて測定した。
【００４３】
　浸漬熱の測定は、図２に示すように、ガラスアンプル１１中に真空状態でタルク粉末１
２（約０．５ｇ）を封入し、そのガラスアンプル１１を精製水１３の入った試料容器１４
中に沈め、熱量計が熱平衡に達した時点でガラスアンプル１１をハンマー１５にて破壊し
精製水１３中に試料（タルク粉末１２）を分散させ、その時発生した熱量を感熱体１６で
測定することによって行った。具体的には、東京理工製のマルチマイクロカロリーメータ
ー（ＭＭＣ－５１１１）を使用し、測定温度２５℃、Ａｍｐレンジ２５０μＶ、撹拌６０
ｒｐｍで行い、溶媒は精製水とした。試料前処理は、加熱温度２００℃で真空引き（８．
３×１０Ｅ－５ｍｍＨｇ、４ｈ）を行った。これにより得られる値は（Ｊ／ｇ）であるた
め、ＢＥＴ比表面積（ｍ２／ｇ）で除した値（Ｊ／ｍ２）を算出した。ＢＥＴ比表面積は
、ｍｉｃｒｏｍｅｒｉｔｉｃｓ製の流動式比表面積測定装置（ＦｌｏｗＳｏｒｂ－２３０
０）を使用し、試料前処理は２００℃×１０分とした。
【００４４】
　有機バインダ吸着量は、次のようにして測定した。まず、親水性タルクまたは非親水性
タルクを３０ｇと、有機バインダ（ヒドロキシプロピルメチルセルロース）を１．５ｇ混
合し、さらに水を８ｇ加えて混練した。混練物を１．３ｇ取り分け、水６０ｇの中に加え
た。そして、水中の有機バインダの濃度をＧＰＣ（ゲル浸透クロマトグラフィー）にて測
定した。ＧＰＣ（ゲル浸透クロマトグラフィー）は、東ソー製ＨＬＣ－８２２０ＧＰＣを
使用した。混練物中の有機バインダ量をＷ１、水中の有機バインダ量をＷ２、タルクの表
面積をＳとしたとき、吸着量＝（Ｗ１－Ｗ２）÷Ｓで吸着量を算出した。なお、タルクの
表面積Ｓ（ｍ２）は、ＢＥＴ比表面積（ｍ２／ｇ）×混練物中のタルク含有量（ｇ）で計
算した。また混練物中のタルク含有量は、混練物重量（１．３ｇ）×タルク３０ｇ÷（タ
ルク３０ｇ＋有機バインダ１．５ｇ＋水８ｇ）により計算した。有機バインダ吸着量と、
水に対する浸漬熱を表１に示す。なお、表の親水性タルク１は、山口雲母工業所製のＣＴ
－３５、親水性タルク２は、親水性タルク１を熱風乾燥機にて１３０℃、６時間の処理を
施したものである。
【００４５】
【表１】

【００４６】
　表１に示すように、親水性タルクは、非親水性タルクに比べ、有機バインダ吸着量が多
いことが示され、浸漬熱が大きいことから親水性があることが示された。
【００４７】
　次に、親水性タルクと非親水性タルクの割合を変えた試料を作製し、その流動性及び保
形性を調べた。まず、タルク、カオリン、アルミナ、水酸化アルミニウムをコージェライ
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配で５質量％添加した。さらに、水と、有機成形助剤としてラウリン酸カリウム（外配で
０．３質量％）、グリセリン誘導体（外配で１質量％）を加えて、オープンニーダー（入
江製作所）、及び自転公転攪拌機（シンキー）で、混練物を作製した。混練物を図１に示
す治具１を用いて混練物を一定速度で押したときの圧力を測定した。図１は、坏土を評価
するために押出し圧力と押出し速度との関係を測定するための治具１を示す断面図である
。治具１は、混練物２を充填するシリンダー径３が２５ｍｍ、混練物が押し出されるスリ
ットの断面の長さ４が５ｍｍ×７０μｍの長方形、押出し方向のスリットの長さ５が２、
４、６ｍｍの三種類のものを用意した。
【００４８】
　スリット長の異なる３つのスリットを用いて押出速度と圧力の関係を測定した。また、
スリット長に対する押出圧力のグラフを作成し、一次関数で近似し、傾きと切片を算出し
た。これを下記式（１）のＢｅｎｂｏｗ－Ｂｒｉｄｇｗａｔｅｒモデルで解析した（なお
、解析方法については、例えば、Ｒｈｅｏｌｏｇｉｃａｌ　ｓｔｕｄｉｅｓ　ｏｎ　ｃｏ
ｒｄｉｅｒｉｔｅ　ｈｏｎｅｙｃｏｍｂ　ｅｘｔｒｕｓｉｏｎ，　Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ
　ｔｈｅ　Ｅｕｒｏｐｅａｎ　Ｃｅｒａｍｉｃ　Ｓｏｃｉｅｔｙ　２２（２００２）　２
８９３－２９００を参照）。
【００４９】
　Ｐ＝（σ＋αＶｍ）ｌｎ（Ａ０／Ａ）＋（τ＋βＶｎ）（Ｓ／Ａ）　　　（１）
Ｐ；押出圧力、Ｖ；スリット通過速度（＝押出速度）、Ａ０；シリンダー断面積、Ａ；ス
リット断面積、Ｓ；スリット表面積、σ、α、ｍ、τ、β、ｎ；未知数（＝フィッティン
グパラメータ）
【００５０】
　式（１）の第一項はシリンダーからスリットへ縮流する際の縮流６の抵抗を意味し、第
二項はスリットを通過する際のスリット通過流７の抵抗を意味している。上記に示したよ
うに押出成形する際はスリット通過時に最も抵抗が大きくなるため、速い速度で押出すた
めには、第二項を小さくする必要がある。Ｓ及びＡは形状因子なので、τ＋βＶｎを小さ
くすることが、流動性を向上させることに対応する。一方、保形性は、成形後に形状を維
持する程度であり、これは変形速度が極めて遅いときの原料粒子同士の相互作用の程度に
関係する。また、シリンダーからスリットへの縮流する際の抵抗も、原料粒子同士の相互
作用の程度に関係している。よって、保形性を高くするということは、第一項の速度ゼロ
のときの値を大きくするということであり、Ａ０、Ａは形状因子であるので、結果、σを
大きくすることに対応する。
【００５１】
　スリット長に対する押出圧力のグラフの傾きからτ、β、ｎを、また切片からσ、α、
ｍを算出した。σを保形性の指標と、また、τ＋βＶｎ（スリット通過速度Ｖに１００ｍ
ｍ／ｓｅｃを代入した）を流動性の指標として評価した。なお、Ｖとして１００ｍｍ／ｓ
ｅｃを代入したのは、通常のスリット通過速度（押出速度）が１０～５０ｍｍ／ｓｅｃで
あるため、１００ｍｍ／ｓｅｃを目標値としたからである。結果を表２、及び図３に示す
。
【００５２】
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【表２】

【００５３】
　保形性の観点から、σ（ＭＰａ）は、高い方が好ましく、流動性の観点からτ＋βＶｎ
（ＭＰａ）は低い方が好ましい。また、乾燥変形及び負荷の観点から、水比は少ない方が
好ましい。σが高く、τ＋βＶｎが低いほうが好ましいということは、図３において右下
の領域になることが好ましいということである。また、同じ成形用調合と有機バインダで
あれば、水比を変えることにより、右肩上がりの直線となる。つまり、非親水性タルクを
使用し、水比を変えた比較例１、２からなる直線よりも右下となる領域になることが好ま
しいといえる。
【００５４】
　親水性タルク１を１００％とし、水比を変えた実施例１、２からなる直線は、比較例１
、２からなる直線よりも右下の領域となった。親水性タルク１を５０％とした、実施例３
、４からなる直線は、比較例１、２からなる直線よりも右下の領域となった。親水性タル
ク１を４０％とした実施例５、６からなる直線は、実施例１、２または３、４からなる直
線よりは左上の領域となったが、比較例１、２からなる直線よりは右下の領域となった。
水比については、実施例１は比較例１と同等以上のσで、水比が３％低下した。実施例３
は比較例１と同等以上のσで、水比が２％低下した。実施例５は比較例１と同等以上のσ
で、水比が１％低下した。親水性タルク２を１００％とし、水比を変えた実施例７、８か
らなる直線は、比較例１、２からなる直線よりも右下の領域となった。水比については、
実施例７は比較例１と同等以上のσで、水比は２％低下した。
【００５５】
　以上のように、同等以上保形性でも、親水性タルクを使用すると流動性が向上した。ま
たそのときの水分量を２～３％減らすことができた。
【産業上の利用可能性】
【００５６】
　本発明は、化学、電力、鉄鋼、産業廃棄物処理等の種々の分野において、環境汚染、地
球温暖化を防止する対策として有効な、各種分離・浄化装置に好適に用いられるハニカム
構造体を製造するために利用することができる。
【符号の説明】
【００５７】
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１：治具、２：混練物、３：シリンダー径、４：スリットの断面の長さ、５：押出し方向
のスリットの長さ、６：縮流、７：スリット通過流、１１：ガラスアンプル、１２：タル
ク粉末、１３：精製水、１４：試料容器、１５：ハンマー、１６：感熱体。

【図１】 【図２】
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【図３】
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